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午前１０時００分 開会 

三階委員長   ただいまの出席委員は７名である。定足数に達しているので、これより

健康福祉常任委員会を開会する。 

 本日の委員会は、議会運営委員会での決定に基づき、新型コロナウイル

スの感染拡大防止の観点から会議時間の短縮を図るため協議会については

資料の配付のみとし、口頭での説明は後日適宜行うものとすることを報告

する。なお、本日配付された協議会の資料は行政資料室に所蔵している。 

 それでは、これより審査に入る。本日の審査は、お手元に配付した審査

案件の順序に沿って進めさせていただく。 

 日程第１、第２７号議案 多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題とする。 

 これより市側の説明を求める。 

伊藤保健医療政策担当部長 それでは、今議題になった多摩市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例の制定について、担当の松下保険年金課長から説明をさせ

ていただく。 

松下保険年金課長 それでは、多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、

提案の理由、提案までの経過についてご説明をさせていただく。 

 まず提案の理由であるが、東京都から示された令和２年度の国保事業費

納付金は、今年度と比較して３.５％の増、１人当たり保険料額は７.２％

の増となっており、標準保険料率と現行保険税率は大きく乖離している状

況である。この激変緩和措置の段階的な減少、財政健全化計画に基づく法

定外繰り入れの削減、また将来的な都道府県単位での保険料水準の統一な

どを見据えた中で、第２期多摩市国民健康保険の運営に関する指針に基づ

き、全ての所得階層で４％程度の増額を基本とし、改定を行うものであ

る。 

 改定の内容については、医療分所得割率を５.２７％から５.４８％に、

同均等割額を２万６,５００円から２万７,６００円に、後期支援金分所得

割率を１.７１％から１.７８％に、同均等割額を１万１,０００円から１

万１,４００円に、介護納付金分所得割率を１.５２％から１.５８％に、

同均等割額を１万１,２００円から１万１,６００円にそれぞれ改めるもの
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である。 

 次に、今回一部改正条例を上程させていただくまでの経過についてご説

明させていただく。昨年１１月に東京都より仮係数による令和２年度の国

保事業費納付金、標準保険料率が示されて、保険税率等の見直しについて

国保運営協議会に諮問し、１月３１日に答申をいただいている。 

 まず資料１をごらんいただきたいと思う。こちら令和２年度の国保事業

費納付金、それから標準保険料率の算定結果となっている。まず一番上の

１人当たり納付金及び標準保険料率等であるが、１人当たり納付金額につ

いては１６万５４０円、今年度は１５万５,１３０円となっており、３.

５％の増、東京都については平均１.８％の増、その下の１人当たり保険

料額については、令和２年度１４万３,４４３円、今年度が１３万３,８３

７円となっており７.２％の増、東京都平均としては１.９％の増。標準保

険料率の所得割率については１１.２％、今年度が１０.４４％で７.３％

の増、東京都平均では１.１％の増となっている。下の標準保険料率の均

等割であるが、６万８,３８８円、今年度が６万３,３５９円、７.９％の

増、東京都平均としては１.９％の増となっている。 

 こちらの標準保険料率を適用することによって理論上は法定外繰入がな

くなるという保険料率になっている。こちら 1人当たりの伸びが東京都平

均と比較して高いという部分については、激変緩和措置等の減額が大きな

要因となっているところである。 

 次に、真ん中の国保事業費納付金及び激変緩和等というところであるが、

まず納付金については、令和２年度４５億６５２万３,０００円、今年度

が４７億２,４３１万９,０００円、マイナスの４.６％、東京都では３.

２％の減。激変緩和措置については令和２年度１億６,７０３万２,０００

円、今年度が２億６６８万５,０００円、１９.２％の減、東京都では４１.

６％の減、東京都の財政支援、それから年度間調整については令和２年度

については措置されていないことになっている。納付金の激変緩和後の総

計であるが、令和２年度４３億３,７４９万７,０００円、今年度が４４億

９,４０７万３,０００円、マイナス３.５％、東京都では２.２％の減、賦

課すべき保険料必要分については３８億７,２２７万５,０００円、今年度
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は３８億６,３０２万１,０００円、０.２％の増、東京都で２.３％の減と

なっている。 

 次に、資料３をごらんいただきたいと思う。こちらは国民健康保険運営

協議会に諮問した諮問書となっている。今回の諮問としては、まず１つと

して、第２期多摩市国民健康保険の運営に関する指針により平成３０年度

から令和５年度までの間は前年度比４％増を基本とすること、それから２

つ目としては、骨太の方針の中で法定外繰入の早期解消が促されているこ

と、３つ目として、現行保険税率と標準保険料率に大きな乖離があること、

これらの要因から全ての所得階層で４％増となる改定案をお示しした。ま

た今回の諮問では、その４％増ということだけではなく、市町村国保が抱

える多くの課題がある中で、国保制度のあり方についてもご議論いただい

ている。 

 次に、資料２をごらんいただきたいと思う。こちらは改定案と標準保険

料率を適用した場合のモデルケースでの比較となっている。まず一番上の

ケース１、家族構成が夫、妻、子どもの３人世帯で、収入は給与収入の３

００万円と設定した場合に、今年度については保険税額年額が２５万８,

６００円、今回の改定案を適用した場合に２６万９,１００円、４.１％の

増、標準保険料率を適用した場合には３５万１,１００円、３５.８％の増

となっている。こちらの他のモデルケースについては、また時間があると

きにごらんいただければと思う。 

 次、資料４をごらんいただきたいと思う。こちらは国民健康保険運営協

議会からの答申となっている。答申としては、先ほどもご説明したが、標

準保険料率と現行の保険税率が大きく乖離していること、２つ目として、

１人当たり国保事業費納付金の増額、激変緩和措置額の段階的な減少、財

政健全化計画に基づく法定外繰入の削減、将来的な都道府県単位での保険

料水準の統一、これらを踏まえると前年度比４％増の負担を求めることは

やむを得ない状況であると考えるということである。 

 裏面をごらんいただきたいと思う。保険税率等については諮問のとおり

改めるということで、実施時期については令和２年４月１日から実施す

る。 
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 また、今回答申に当たって付帯意見をいただいている。１つ目としては、

法定外繰入を行わざるを得ない国民健康保険財政の厳しさ、また、合わせ

て将来的には標準保険料率に近づかなければいけないことについても理解

が得られるよう、市民に対して十分に説明すること、２つ目として、医療

費の適正化は国民健康保険事業費納付金の抑制、ひいては保険税額の上昇

を抑制することにつながると、保険事業や重複受診・重複服薬への対応な

ど医療費の適正化に向けた取り組みとともに、他市から目標とされるよう

な保険事業を展開し、健幸まちづくりの取り組みを推進していくこと、３

つ目として、前年度４％増の負担を被保険者に求めるだけではなく、国や

東京都に対し財政支援拡充について要求していくこと、４つ目として、市

町村国保が構造的な課題を抱える中で、大局的な視点に立ち、将来的なビ

ジョンとして医療保険の一元化について検討するよう、国や東京都に対し

て要求していくと、こういったご意見を付帯意見としていただいている。 

 本日お示しさせていただいた資料で、参考資料として、参考資料の１、

こちら令和２年度確定係数に基づく納付金額、参考資料の２が令和２年度

確定係数に基づく１人当たり保険料額、参考資料３が令和２年度確定係数

に基づく標準保険料率となっているので、時間があるときにごらんいただ

きたいと思う。 

三階委員長   これより質疑に入る。質疑はあるか。 

小林委員    中心的な中身は２０１８年１１月に策定した第２期多摩市国民健康保険

の運営に関する指針に基づいて２０１９年度から少しずつ上げていく。

２０１９年度については２.７９％に抑える、今度２０年度からはまた４％

になるということで、今まで何回か国民健康保険税については値上げが行

われたが、今までと違うのは毎年ずっと上げ続けていくというエスカレー

ターのような形で上げていくその一環として２０２０年度があるというこ

とだと思う。そのように上げていって本当に被保険者の方が国民健康保険

税を払い続けていくことができるのかということと、もう一つ、それとセ

ットで先ほど説明にあったように法定外繰出、国保会計から見れば法定外

繰入であるが、それをおよそ１５年後にはゼロにするということであるが、

今の多摩市と、今後の１５年程度の多摩市の財政状況から言って本当にそ
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ういうことが必要なのかという観点で幾つか質疑をしたいと思う。 

 それで、まず最初に、このまま上がっていって国民健康保険税を払い続

けていくことができるのかであるが、この前国民健康保険特別会計の質疑

のときに少し紹介したが、毎年度４％ずつ上げるとその数字自体はそれほ

ど大したことないと思われるかもしれないが、要するに前年度比４％増で

あるから、例えば２０２０年度４％上がったら今度２０２１年度はその上

がったものに対して４％上がるからかなり急なカーブで上がっていく。２

０１８年度の国民健康保険税を１００とすると２０１９年度は１０２.７

９、それから２０２０年度は１０６.９０ということで、このあたりまで

は何とか頑張って払えるのではないかと思うが、ところが１１年後の２０

２９年度には１５２.１５になって１.５倍を超えるわけである。それから

１５年後の２０３３年度には１７８ということで１.７８倍と２倍に迫る

ような上げ幅になるわけである。これで本当に払い続けていけるのか、私

は非常に心配である。その間例えば被保険者の方の収入は、年金収入の方

もいるし、現役で働いている方もおられるし、小規模事業者の方々もおら

れると思うが、そのように収入そのものが上がっていく状況では全くない

と思う。すると払い続けるのが苦しいことになっていくのではないかと思

うが、このことを決めた市長、それから国保運営協議会の方もそれでよし

として答申をしたわけであるが、そのあたりはどのように考えているの

か。 

松下保険年金課長 払えなくなるのではないかというところであるが、まず国民健康保険

運営については独立採算が原則にある。今回その制度改正に合わせて都道

府県単位として東京都が財政の責任主体となった。そのような状況の中で、

法定外繰入の削減が国でも言われており、東京都国民健康保険運営方針に

もそのことが盛り込まれ、各市その取り組みを進めている状況であるが、

均等割の軽減といった低所得者に対する一定の配慮は現在でもなされてい

ると認識している。その中で多摩市の国民健康保険税が今低いという状況

があるので、やはりこれは一定程度改定していかなければならないという

ことである。また、今回令和５年度までの対前年度比４％増を第２期指針

で示させていただいているが、このとおり改定しても今東京都２３区特別
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区の適用されている保険税率をまだ下回るような状況であるので、一定程

度法定外繰入を削減していかないとならない状況の中では、保険税を改定

していくのはやむを得ないと今所管では考えている。 

小林委員    今言われたように国民健康保険特別会計については本来独立採算で、今

のように赤字が出ている分を一般会計からの繰入で対応するのはあくまで

もイレギュラーな方法だというのは確かだと思うが、もとはと言えば、全

国ほとんどの市町村が赤字であるが、そのような状態になったのは国の負

担割合が減少したことが一番の原因であることははっきりしていると思う。

独立採算でやっていかなくてはいけない、これは保険制度であるから、あ

くまでも被保険者からの国民健康保険税あるいは国民健康保険料で賄って

いくのが筋だというわけであるが、日本の社会保障、例えば国民健康保険

や介護、雇用保険、労働災害というのは皆保険制度である。社会保障と言

われてはいるが。純粋に税でやっているのは例えば生活保護や児童福祉の

一部だけで、あとは基本的に皆社会保障であるが保険制度というやり方の

形をとっているわけであるから、そこに社会保障という観点がないと、こ

れは保険であるから被保険者の保険料で賄うのは当然だということだけで

は解決しないと私は思う。それから、今低所得者には一定の配慮がされて

いると言われたが、例えば生活保護を受けておられる方、生活保護基準以

下の収入しかなくて生活保護を受けておられる方が実際どれだけ受けてい

るかといういわゆる捕捉率は、いろいろな統計がありなかなか確定的なも

のはないのだが、日本の場合は２割３割、あるいは資産を考慮したとして

も４割程度だと言われていて、そうすると残りの６割の方は生活保護基準

以下の収入だが生活保護を受けないでいる。ということは、６０歳以上の

方だったら国民健康保険税あるいは後期高齢者の保険料を払っているわけ

であるが、生活保護を受けると医療費の負担がなしになるのでその点生活

は楽になるのだが、そうではない方は保険料あるいは医療費の負担が非常

に重いわけである。それが非常に考慮されていないのではないかと思う。 

 それから、多摩市の国民健康保険税は低いのだと、確かに全国的な平均

から見れば低い。とりわけ東京都の中の多摩地域は特に相対的に低いと思

うが、先ほど言ったように今払っている国民健康保険税でもかなり高いと
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感じているのに、これからさらに１.５倍や１.７８倍になっていくと、そ

の間収入が上がらないと確実に生活が苦しくなる。笑えない話であるが、

真面目に国民健康保険税を払っていたがために肝心の病気になったときに

窓口で医療費が払えない事態になるおそれもあると思う。そういうことを

考えると、国がこのように方針を決めたから、あるいは東京都も標準保険

料率を示してこれに統一するようにと言っているということだけでこのよ

うにエスカレーターのように上がっていくやり方を容認するのはいかがな

ものかと私は思うが、その点はいかがか。だから、国民健康保険の被保険

者の生活実態に即して考える必要があるのではないかと私は思うが、その

点はいかがか。 

松下保険年金課長 その点については、多摩市の国民健康保険税は全国でも平成２９年度

については下から３８番目で、かなり低く設定されている状況がある。今

回の制度改正に当たって、国からは負担の見える化というところで透明性

のある国民健康保険運営が求められており、国が言うには、東京都の市区

町村については法定外繰入に依存しているような状況で透明性が図られて

いない、他府県については法定外繰入をしていないところも実際あるので、

その法定外繰入削減に向けた取り組みを進めてほしいというようなことが

ある。所得が低い人には確かに一定の配慮がされているが、多摩市として

も、それから東京都市長会としても、またさらなる低所得者への支援、子

育て世帯への支援、法定外繰入の解消を進めつつそちらに対しても国への

要望は続けていくという、その辺の改善は必要かと考えている。 

小林委員    なかなかかみ合わないが、もう一つ、先ほど言った今現在と今後十数年

ぐらいの多摩市の財政状況の事情から言って、国民健康保険から見れば法

定外繰入を徐々に減らしていくと。最終的に１５年後にはゼロにするよう

な必要性が本当にあるのかであるが、２００９年度からの法定外繰出を、

これは予算ベースで棒グラフにしたものであるが、見ていただければわか

るように今の新しい国民健康保険の仕組みに変わる前の年度の２０１７年

度までは、ある年は最終補正で２０億円に近づいたような年もあるが、大

体１０億円台の前半から後半を上がり下がりすることで推移している。

２０１８年度からかなり下がって、２０１９年度は大体１０億円、来年度
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２０２０年度は８億８,０００万円、これは国民健康保険税を４％上げるこ

とを前提にしてこれを減らしているわけであるが、国民健康保険税を上げ

ないとすると１０億円台、１億２,０００万円プラスして約１０億円と以前

聞いたところである。今後これがどのようになっていくのかはまだわから

ないところもあると思うが、この減っている一つの要因は、後期高齢者

７５歳以上になっていく人がふえて国民健康保険加入者自体が減っていく

と医療給付費が減るので、その分要するに赤字繰入をする分が減っていく

という傾向があると思う。だから、今後多摩市で一般会計から１０億円程

度の繰出、国民健康保険から見れば繰入をしていけば、４％ずつ上げてい

くことをやらなくても、多摩市の財政状況だけから言えばそれでできるの

ではないか。本当に今毎年４％ずつ上げていって法定外繰出を減らしてい

かなくてはいけないような財政的な緊張状態があるのか伺いたいと思うが、

いかがか。 

松下保険年金課長 法定外繰入削減の必要性ということでは、先ほども申し上げたが国民

健康保険の独立採算の原則がある。各市町村は財政健全化計画に基づいて

法定外繰入削減の取り組みを平成３０年度から進めている状況の中で、ま

た将来的には保険水準の統一もある。それから、法定外繰入を削減しない

ことによって国からの保険者努力支援制度の交付金が得られなくなる。今

は国からの保険者努力支援制度の減額までであるが、それが東京都の交付

金にも今後影響してくる可能性もある中では、法定外繰入を進めていかざ

るを得ない。多摩市の財政状況からしていかがかというところであるが、

独立採算ということを考えると、１０億円という金額については一般会計

に与える影響は大きいと所管としては考えている。 

小林委員    多摩市の歳出総予算の中で法定外繰出は大体１％台である。これが

１０億円台をずっと維持していったとしても多分１％台はそれほどすぐに

は、ずっと将来個人市民税が下がってくることがあれば少し割合が上がる

かもしれないことはあり得ると思うが、この十数年を見通した中では、こ

れを維持したら本当に多摩市の財政危機だというようなことにはならない

と私は思う。だから、そういう点で確かに法定外繰出をどんどん減らして

いかないと財政的にも本当に厳しいというような自治体はあるかもしれな
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いが、少なくとも多摩市はそういう状態ではないわけであるから、何より

も国民健康保険税を毎年度どんどん上げていけば確実に被保険者の生活が

苦しくなっていくわけであるから、そのことにきちんと目を向けて考える

必要があると私は思う。それから、今法定外繰入を減らしていくという財

政健全化計画をつくって、それを実行していかないと国や東京都から指導

があるということであるが、確かにペナルティーというか特別調整交付金

等が減らされることはあると思うが、それでも何よりも被保険者の暮らし

を守るために、未来永劫にとは言わないが、何年間かの間は頑張るべきで

はないかと私は思う。 

 それで、今の憲法と地方自治法の仕組みから言って、国と地方自治体は

対等平等だと。地方自治の本旨は団体自治と住民自治と言われているわけ

であるが、団体自治という理念から言えば対等平等だと。今回２０１８年

度から市町村国民健康保険の仕組みが変わって、東京都も保険者の一つに

なり、それで東京都が医療給付費を市町村におろして、それで市町村は給

付して、そのかわり市町村が国民健康保険税を集めてそれを納付金という

形で東京都に納めるように変わったわけである。そういう仕組みに変わっ

たが、やはり市町村が国民健康保険税を被保険者から集めて、その国民健

康保険税については市町村が決めるのだというところは変わらなかったわ

けである。だから、そこのところをきちんと大事にしていく必要があるの

ではないかと思う。 

 それから、標準保険料率に統一しろという動きがあるが、確かに例えば

大阪府などは統一してしまおうということで動いているが、ほかは東京都

も含めてまだそこまでには至っていないわけである。それはやはり地方自

治を大事にしようという考え方の反映でもあると思うので、それをぜひ当

面の間頑張って、その間に全国知事会も全国市長会も要望しているように、

国が公費を投入して国民健康保険税を少しでも削減させることに取り組ん

でいくというやり方を多摩市としてはとってほしいと思うが、その点につ

いて伺う。 

松下保険年金課長 保険料水準の統一といったものを踏まえると、今ある第２期多摩市国

民健康保険の運営に関する指針に定める取り組みは、社会状況も十分に勘
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案しながら取り組みを進めていかなければならないと考えているが、あわ

せて委員が言われる国公費の引き上げといった部分については引き続き市

長会等を通じて要望してまいりたいと考えている。 

小林委員    これも参考のためであるが、つまりどのように制度が変わったかという

と、左が今までの制度で、右側が２０１８年度からの制度なわけであるが、

ここに市町村国民健康保険から都道府県国民健康保険に納付金を出して、

だから国民健康保険税を一定額に抑えておいても納付金を東京都に、納付

金は払えと言ってくるので、これを払わないわけにはいかないから、それ

をきちんと払っていくことが担保できれば、今の新しい制度のもとでも毎

年度国民健康保険税を上げていかなくても済むのではないか。とりわけ多

摩市の財政状況から言えば、当面頑張って上げないでいけるということが

担保できるのではないかと思うので、そういうところもぜひ踏まえて対応

していただきたいということを最後に伺って終わりにしたいと思う。 

伊藤保健医療政策担当部長 今の質問であるが、国民健康保険税を抑制するためにいわゆ

る繰入金をふやしたらどうかというご提案だと受けとめている。先ほど来

松下保険年金課長から申し上げているように、基本的に行政が運営してい

るといっても、国民健康保険は独立した保険者というような捉え方をして

いるので、基本的にはほかの共済組合や社会保険の組合と同じような保険

者機能を持ち合わせたものに対して一般会計から繰出をしていくのはなか

なか難しい状況にあるかと思う。そこは取り組みの中で、当然医療費がふ

えれば保険料がふえるので、基本的なところでは今回の答申にも書かせて

いただいているように、しっかりとした保険者としての取り組みを進めな

がら一般会計からの繰入を削減しつつ、さらに保険料もできるだけ上げな

いことを取り組みとして進めてまいりたい考えである。 

小林委員    これで最後にするが、この前国民健康保険特別会計の質疑のときに、ず

っとエスカレーター式に上がっていって払えなくなったらどうするのだと

お聞きしたときに、途中で判断してこれ以上上げないということは今後あ

り得るのだというような趣旨のことを言われたが、それはどのように判断

するのか。今は先ほどの指針に基づいて４％ずつ上げていくのだとしてい

る。途中でどういう判断をするのか。 
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松下保険年金課長 今第２期多摩市国民健康保険の運営に関する指針については、平成

３０年度から令和５年度までの６年間の計画になっており、今平成３０年

度時点の法定外繰入の推計や被保険者数の推計に基づいて４％増というよ

うな形でお示ししているので、今後の法定外繰入の状況、被保険者数の状

況、医療費の伸びといったものを勘案しながら令和５年度以降の第３期の

運営指針を策定する際に、その部分については見直しを図っていく予定に

なっている。 

いぢち委員   社会保障の問題を考えるときに、一番最初にそもそも制度として国保の

会計は独立採算であるから云々というご説明は毎回伺っている。非常に気

になるのは、現実に国民一人一人の生活をこの制度で支えられるかという

ことを一体どこがトータルで見ているのか。これは本来多摩市に聞くこと

ではないが、例えばフランスでは少子高齢化問題特に少子化の対策を考え

たときに、例えばシングルマザー、単身者あるいは子育て世代に対してこ

ういう補助をしているが、そういう人たちに一面でこうした大きな税負担

があることを全体で考えて、これでは子育て世代は大変であるし、これで

は少子化が解決できないからと、言ってみればトータルのデザインもする。

なぜそういうことを伺うかというと、今日本は現実に実質賃金も上がらな

い、年金額が減らされている等さまざまな問題で格差と貧困が広がってい

るということをずっと言われている。そうした中で介護保険の負担も上が

っている、あるいはこれから後期高齢者医療に移り変わっていく際に、後

期高齢者も介護もそうであるが、例えばこれに関しては生活保護を受けて

いる人でも天引きされるような制度である。そういった全体をトータルし

てこれで生きていけるのかということをどこかではかられているのか。そ

れがお話を伺っていて非常に納得できない。この制度の中でどのように妥

当性があるかということでは、現実の国民の暮らしを支えられるかという

のとは少し乖離があると思う。これは本当に多摩市というよりもこれまで

の国民健康保険制度なり社会保障なりを国政の場で話し合ってくるときに、

そうした視点での設計はあるいは話し合いがなされてきたのか。そういっ

た情報はあるのか。 

伊藤保健医療政策担当部長 今のご質問に関しては、ご承知のところかもしれないが、国
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ではいわゆる全世代型の社会保障制度の見直しというものが、昨年１２月

１９日に中間報告という形で取りまとめられている。そうした中、後期高

齢者の関係については現在見直しが進んでいるところで、ことしの夏には

最終的な報告書が出ると伺っているところである。 

いぢち委員   全世代型社会保障という中身も、今言われたとおり昨年ようやく形にし

て見えてきたわけであるが、その前からずっと今申し上げたような問題が

あると思っている。さらには、小林委員がほとんど言ってくださったが、

そもそも国庫負担の率が減らされてきた等さまざまな問題の中で、一般財

源を繰り入れることのアンバランスさだけを言ってみれば値上げの理由あ

るいは値上げで負担をふやさざるを得ない理由にするのは本当に議論とし

てアンバランスだと思うが、そういったところは皆さんどう考えておられ

るのか。 

伊藤保健医療政策担当部長 大きな視点が非常に大事であると受けとめているところであ

る。これからのことであれば、基本的には少子高齢化の急速な進行の度合

いを踏まえた上で抜本的に制度そのものを変えていかなければならないと

いうところが一番大きな視点であるかと思う。国民皆保険が始まった時点

から５０年ぐらいたつ中で、社会構造が非常に変わってきているので、そ

の世代世代に合った制度の見直しが基本的には必要なことだと、その一つ

の取り組みが先ほど申し上げた全世代型の社会保障制度の見直しというと

ころで現在国では取り組みが進められているかと思っている。一方、加入

している被保険者のほうにしても、やはり人生１００年時代という中で、

自分の健康のあり方、これから進むべき道筋を一人一人がきちんと考えな

がら進めていかないと、医療費がかかったからその分を当然見てもらえる

というところでは全体の給付費が膨らむ中で一向に前に進むところがない

と思うので、それは当然保険者としての役割であるが、被保険者の方々一

人一人に対しても、きちんと自分の健康なりを見直す、そうしたことを煮

詰めながらお互い被保険者と保険者の両方が取り組みを進めていく必要が

あると思っている。 

いぢち委員   後半のほう、言われることはよくわかるし当然であるが、個々の市民の

方が自分の健康をどのように保つか、必ずしも病院に丸がかりではなく、
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みずからが自分なりに健康で生きていくことに留意するのは非常に大切な

ことである。だが、それは保険制度をどのように維持していくかと、特に

金の入り出しと直結させて考えることではないと思う。もちろんそのよう

な願意で話しているのではないことは理解しているつもりであるが、こう

した制度の非常に大きな問題点、現実の国民生活を健康面で支えることに

非常に無理が出てきていると私は思う。そのことがある程度あらわになっ

て共通認識になっていると思うので、国民健康保険運営協議会の今回の付

帯意見の中にあった大局的な視点で構造そのものを考えなければいけない

のではないかというそこのところに私は大きな意味があると思っている。

また、多摩市自体の低所得者を初めとして困難な方への激変緩和なり対策

なりを考えているということそのものは評価している。ただ、先ほど小林

委員からもあった。地方自治体は本当に地域の住民と一番身近に接して、

都道府県化が国民健康保険制度で行われるまでは、まさに地域の事情を考

えて独立した判断をもって保険制度を支えることを現にやれてきたわけで

ある。今都道府県化で初めは全部都道府県に権能が行ってしまうのかと思

われた時期もあったが、今そうはなっていない中で多摩市が今後加入者と

いうか市民を主体にして最も適切な措置を考える。その中では国にもやは

り例えばこの制度ではやっていけない、こういったところを改善してほし

いというようなことはぜひ声を上げていっていただきたい。これは私の意

見と要望としてお伝えしておく。 

大野委員    私も率直にそもそも無理がきているという現状がある中で、いろいろな

見直しをしなければいけないことはやはり市としても強く求めていく必要

性は感じているので、その姿勢はぜひ引き続き強く持っていただきたいこ

とを要望しつつ１点お伺いしたいのは、この間のコロナウイルスの問題の

関係で国民健康保険税の対応について、何か配慮についてはどのように今

検討されているのか。 

松下保険年金課長 今回の新型コロナウイルスの関係で、国からはまず病院にかかる場合、

資格者証の方については本来１０負担であるが、それを３割負担として医

療機関にかかるという形で通知が来ている。それから、今、大野委員が言

われた税の扱いは、国からも猶予、それは保険者の判断で１年間の猶予を
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してもいいことになっている。ただ、多摩市としては、これまでも納税者

の方の状況に合わせて分割納付等をやってきたので、今回改めてコロナウ

イルスの関係で猶予するようなことを取り扱うのか、それともこれまでの

ように分割納付あるいは３カ月待ってほしいというような柔軟な対応の中

でやっていくのかは、これから検討させていただきたいと思う。 

大野委員    確かに国民健康保険だけに限った話ではなく、納税の問題についても多

分深刻だと思う。ただ、国民健康保険はもちろんいろいろな人に配慮して

ということがなされてきたと思うが、そういうことについてもきちんと改

めてアナウンスする必要があるのではないかということは、意見として伝

えておきたいと思う。 

遠藤委員    大変活発な議論がされているわけで、私も確かにこの制度の持続可能性

についてはなかなか難しいものがあると思っているし、願わくばそういっ

た改善を我々含めてしていくべきだと思っている。一方で、ほかの例えば

協会けんぽや組合健保から一定の支援をいただいているわけであるが、こ

ちらの状況は今どうなっているのかを伺いたいと思う。組合健保はそれほ

ど余裕があるのか、その辺を伺えるか。 

松下保険年金課長 国民健康保険運営協議会の中にも被用者保険代表の委員の方がおられ

る。被用者保険としては、やはり運営していくために資金が足らなくなれ

ば保険料を上げる、あるいは財産を処分するといったことで対応していか

なければならないというところで、国民健康保険に関しては住民税から法

定外繰入という形で金が流れてくるが、その辺はいかがなものかというよ

うなご指摘がある。また、被用者保険の現状としては、後期高齢者支援金

や介護納付金が毎年見直しされて、その負担が重くなってきている。中に

は解散せざるを得ない、自分たちで運営するメリットがないので解散して

協会けんぽに移っていく保険者があるというような状況である。 

伊藤保健医療政策担当部長 今制度的な話は松下保険年金課長からされたが、先ほど一義

的に私が説明させていただいたところにも関係してくるのだが、実は国も

いわゆる特定健診、特定保健指導の絡みでデータヘルスのほうを非常に進

めている。今お話に出た協会けんぽや各健康保険組合に対するデータヘル

ス関係のイベントごとが盛んに行われていて、そこに私も何回か足を運ん
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でいるが、どちらの組合も非常に危機感を持ってそうした健康保険への取

り組み、自分たちの被保険者の方々から１人大きな病気の方が出ると当然

保険料のほうにはね返ってくるというようなところでは、各健康保険組合

がかなり大きな危機感を持ちながらそういう取り組みを進めているのを一

つご報告させていただきたいと思う。制度的な関係で単に先ほどの介護納

付金や国民健康保険の納付金を納めるというのはあるが、一方で自分たち

の中で給付費をいかに少なくして各保険料を抑制していく、伸びを少なく

していくのが非常に大事な取り組みではないかと思っている。 

遠藤委員    先ほど議論になっていた一般会計繰入と国の補助の関係をもう少し詳し

く伺えるか。一般会計繰入をしていくと国の特別交付金がダウンするよう

な話のメカニズムを少し詳しく。 

松下保険年金課長 国の保険者努力支援制度というのがある。こちらは国民健康保険の指

標が１２個ぐらい定められている。例えば特定健診の受診率や糖尿病重症

化予防への取り組み、そういった取り組みに対してその保険者がどうだっ

たのか一定の評価がされて交付金が交付されるものであるが、その中に財

政健全化計画、法定外繰入の削減という項目が設けられており、昨年度ま

では財政健全化計画を策定していればポイントがついて交付金が交付され

ていたが、今年度からは策定した計画に示した削減予定額を上回ったのか

下回ったのかということでアウトカム指標、アウトカム評価に切りかわっ

た。そこで多摩市の場合には削減予定額ゼロというような形で出していた

が、そこはマイナスというような形で国からの交付金が減額されるような

形になっている。 

遠藤委員    もう一回今のところを伺うが、国からの交付金が減額された理由は、多

摩市が事前に設定していた金額を上回れなかったからなのか。もう一回詳

しく説明をお願いする。 

松下保険年金課長 多摩市は財政健全化計画を令和元年度については削減目標ゼロという

形で策定していた。削減できないというような内容で回答していたが、そ

こが実際どうだったのかというところで、東京都の算出基準が若干変更に

なったという部分もあるが、当初ゼロからまたさらに開きが出てしまった、

ゼロ以上に削減が図れなかったというところで、マイナスという形になっ
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ている。 

三階委員長   この際暫時休憩する。 

                  午前１0 時５６分 休憩 

                ──────────────― 

                  午前１１時０１分 再開 

三階委員長   休憩前に引き続き会議を開く。 

 ほかに質疑はあるか。 

きりき委員   今までの質疑を聞いている中で、市が考えている独立採算や法定外繰入

ゼロを目指していくという方向性については理解できたし、その方向で進

めていただきたいと思うところである。実際に進める上において少子高齢

化という問題があったり、そういったさまざまな環境を考えると保険料を

上げるのも一つの手であるが、給付の適正化も同時に進めていかなければ

いけないと思うところである。伊藤保健医療政策担当部長からデータヘル

スというご説明があり、これは予防的な部分で大きな影響があるかと思う

のでぜひ進めていただきたいところであるが、もう一つ、早期治療という

意味で以前一般質問で私も触れたが、セルフメディケーション、自分自身

の健康に責任を持ち、軽度な体の不調は自分で手当てするような考え方の

啓発も必要ではないかと思うところであるが、そういったところも含めて

市は今どのようにお考えになっているのかを伺う。 

松下保険年金課長 給付の適正化というところでは、特定健診、特定保健指導、糖尿病重

症化予防等の疾病予防、それから重症化予防の取り組みを進めているが、

そこはさらに今後強化して取り組みを進めていく必要があるかと考えてい

る。今回の法定外繰入の算定に当たっても、２％～３％ずつ医療費が上が

っているが、そこはそういった保険事業の取り組みを強化して１.５％の伸

びというような形でシミュレーションしている。今後さらにそこの部分の

取り組みは引き続きやっていきたい。今、委員が言われたセルフメディケ

ーションについても、今具体的なものはないが、今後所管としても検討し

ていきたいと考えている。 

遠藤委員    先ほど質問し忘れたが、国民健康保険税の支払い方法で、今対自治体で

はクレジットカードによる納付が推進されているし、実際に多摩地区でも
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あるわけであるが、本市の状況を伺う。 

松下保険年金課長 多摩市でも収納多角化ということでコンビニ収納、ペイジー、昨年度

中からスマホ決済のペイビーというものも導入した。その収納多角化を図

る際に市税のクレジットカード支払いという部分も検討されてきたが、手

数料がかなり高額になるというところで、収納多角化を図った段階ではク

レジットカードの導入は見送られてきた。現在もペンディングの状況とい

う形になっている。 

遠藤委員    具体的にクレジットカードの手数料は何％なのか。 

松下保険年金課長 具体的に１件幾らではなく支払い額の何％というようなことで、今実

際幾らなのかは示せないが、支払い金額に応じて数％の手数料が生じる。 

遠藤委員    示された数字はお持ちでないということか。 

松下保険年金課長 申しわけないが、今クレジットカードの手数料の数字は持ち合わせて

いない。 

遠藤委員    参考までに小平市が導入しているのでそちらのホームページを今見てい

るが、納付額が１万円以下の場合は５５円、２万円以下の場合は１６５円、

３万円以下が２７５円、４万円以下が３８５円、以後１万円ずつふえるご

とに１１０円ずつ加算ということで累進的な決済手数料になっているが、

４万円以下の場合３８５円であるから１％である。通常のクレジットカー

ド支払いは規模によるが３％や２％で、この数字を見ていると高くないと

思う。その辺を伺いたい。 

松下保険年金課長 今市で収納している紙の納税通知書だと１件３０円、コンビニだと

６７円という金額になっており、確かに委員の言われるように５５円、国

民健康保険税の場合だと１期ごとの単価が高額な方はそれほどおられない

かと思うので導入するメリットはあるかと思う。ただ、国民健康保険税担

当所管だけで導入するわけにもいかないので、ほかの市税や料の部分も含

めた関係所管でまた改めてどうするか検討させていただきたいと考えてい

る。 

遠藤委員    ぜひ検討していただきたいと思う。というのは、負担感という話であれ

ば市民の皆さんの負担感は多少なりとも軽減される。先ほど日本共産党の

委員が言われたほどドラスティックな改革ではないかもしれないが、少な
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くとも一定の負担感の軽減がはかれると思う。端的に言えばクレジットカ

ードのポイントになるわけであるし、それによって支払うことで実質的に

は安くなって負担が減るということである。現状で他市や他区が導入して

いるわけであるし、今見たように決済手数料もとてつもなく高いわけでは

ないから、これ現状ではベストではないかもしれないがベターな方法では

ないかと私は思うが、ご見解を伺う。 

松下保険年金課長 クレジットカード決済については以前から市の内部でも検討されてい

るので、今、委員からご指摘があった負担感の軽減といったことも踏まえ

て、また関係所管とも情報共有しながら検討してまいりたいと考えている。 

三階委員長   ほかに質疑はあるか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

三階委員長   質疑なしと認める。これをもって質疑を終了する。 

 これより討論に入る。意見・討論はあるか。 

小林委員    それでは、第２７号議案 多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例の制定について意見を申し上げる。今まで質疑をしてきたので、それ

を踏まえて簡潔に結論的に述べたいと思う。 

 毎年度前年度比４％の増税は国民健康保険税を払いたくても払えない膨

大な数の世帯を生む。つまり国民皆保険制度そのものを崩してしまう可能

性がある。そういう道を選択すべきではないと思う。その一方で、高齢化

の進展によって市町村国民健康保険の被保険者数は確実に減って、そのこ

とによって毎年度それは法定外繰入の減額につながっている。このことは

今後１０億円台あるいは場合によっては９億円台の法定外繰入を維持する

ことで国民健康保険税の引き上げをする必要がないことを意味しているの

ではないか。少なくとも多摩市自体の財政状況ではすぐに国民健康保険税

を上げる財政的必然性はないと考える。このことを踏まえて、法定外繰入

をひたすらゼロにすることを求める国や東京都の圧力とも戦って、多摩市

国民健康保険の被保険者の健康で文化的な生活を補償する努力をすること

を多摩市長には求めたいと思う。以上述べて、本件については否決すべき

との立場での討論とする。 

いぢち委員   第２７号議案 多摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定
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について、ネット・社民の会を代表して可決すべきものとして意見を申し

述べる。 

 私たちの会派は、基本的に今の社会状況の中での国民健康保険料値上げ

には反対している。大きな理由は以下の４点である。現在国民健康保険の

被保険者は年金生活者や非正規労働者等無職、低所得、もしくは収入や雇

用環境が不安定な人が多いにもかかわらず社会保険に比べて保険料負担が

高額であること。さらに、その事実を政府も認めていながら根本的な解決

策を出さず今日に至ること。社会の少子高齢化と逆行する形で国庫負担の

割合を減らし続けてきたこと。セーフティネットの制度設計は物価や賃金

の変動、全ての社会保障、年金やさまざまな要配慮者への補助制度とあわ

せてトータルで考えなくては成り立たないが、これまで事実上そうした視

点が欠けていたと思われること。そして国は社会保障の財源に充てると称

して消費増税を繰り返しながら、それと並行して法人税を引き下げ、結果

的に財源の確保を怠っていること、現実には国民健康保険の加入者は減少

傾向にあり、高齢化に伴い後期高齢者医療制度への移行が進んでいること

と、非正規雇用であっても社会保険適用となるケースがふえていることが

原因と思われる。しかし、国民皆保険の基礎を支える国民健康保険制度が

介護の社会化を目指したはずの介護保険制度と同様大きな矛盾を抱え、セ

ーフティネットとして十全に機能していないという欠陥が放置されたまま

である。こうした現状を無視した国策のつじつま合わせとして加入者が過

大な負担を負うことのないよう地方自治体が法定外繰入を行って何とか制

度を支えてきたというのが実情である。その問題には目をつぶり、一方的

に一般財源を投入するな、加入者本人に負担させろとする国の方針は間違

っているということを何度でも繰り返し主張しなくてはならない。その上

で、財政健全化を果たさなければ実質ペナルティーが課せられるという今

の制度の中、多摩市が懸命な努力で保険料の大幅値上げを抑制しているこ

とを評価したいと思う。今後も地域住民から目を離さず、常に住民の立場

に立った行政を貫き、国策の改善を求めていくことを重ねて要望する。以

上をもってネット・社民の会の意見・討論とする。 

三階委員長   ほかに意見・討論はあるか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

三階委員長   意見・討論なしと認める。これをもって討論を終了する。 

 ただいまご意見を伺ったところ、可決すべきものという意見が１名、否

決すべきものという意見が１名である。よってこれより第２７号議案 多

摩市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定についてを挙手によ

り採決する。本案は可決すべきものとすることに賛成の諸君の挙手を求め

る。 

（賛成者挙手） 

三階委員長   挙手多数である。よって本案は可決すべきものと決した。 

 この際暫時休憩する。 

                  午前１１時１４分 休憩 

                ──────────────― 

                  午前１１時１５分 再開 

三階委員長   休憩前に引き続き会議を開く。 

 日程第２、特定事件継続調査の申し出についてを議題とする。 

 本件については別紙のとおり申し出ることにしたいと思う。これにご異

議ないか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

三階委員長   ご異議なしと認める。では、そのようにさせていただく。 

 以上で本日の日程は全て終了した。 

 これをもって健康福祉常任委員会を閉会する。 

                  午前１１時１５分 閉会 



 

多摩市議会委員会条例第２８条第１項の 

規定によりここに署名する。 

 

 

 

  健康福祉常任委員長   三階 道雄 


